マクロデータ分析第３回講義資料

平成21（2009）年4月28日
金子洋一（兼任講師）

１．「経済指標のかんどころ」第12章経済関連指標
GDP(国内総生産)、景気動向
２．最近の経済情勢

企業は非正規労働力を解雇するなどの雇用調整により急速に在庫調整を終わらせたが、雇用の悪化が最終需要を冷え込ませるならば景気は二番底に向かう。

　実際に雇用の悪化が需要の冷え込みに直結するかどうかは我が国経済初めての体験なのでわからない。

『在庫調整』

http://kotobank.jp/word/%E5%9C%A8%E5%BA%AB%E8%AA%BF%E6%95%B4
企業が景気変動に対応して、手持ちの在庫量を調整すること。企業は生産にあたっての原材料や仕掛品や製品(生産者在庫)、流通段階での商品(流通在庫)を在庫に持つ。企業は自らの生産・販売計画に応じて在庫を保有するが、現実の売り上げが計画を下回る場合には在庫が過剰(意図せざる在庫)になり、在庫減らし(=在庫調整)が必要になる。在庫調整は出荷を増やすか、生産を減らすかで行われ、その結果、経済は縮小局面入りの可能性がある。近年はPOSシステムなどによる在庫管理技術が進み、在庫変動の振幅は小さくなった。  
出典：(株)朝日新聞出版発行「知恵蔵2007」
『在庫調整「完了」22.9％　東海財務局の製造業調査』

http://www.nikkei.co.jp/news/retto/20090427c3d2702b27.html
　東海財務局は27日、中部４県（愛知、岐阜、三重、静岡）の主要な製造業の生産調整・在庫調整の動向を発表した。在庫調整の進ちょく状況について「完了した。在庫なし」と回答した企業は22.9％を占めた。「完了のメドが立った」と「進展している」は各31.4％だった。

　調査は３月上旬から中旬にかけて、東海財務局が中部４県の主要な製造業35社に聞き取り調査した。在庫調整の完了時期に関しては「４―６月」と回答した企業が13社と最も多く、「完了した・在庫なし」が８社、「３月」は６社だった。

　稲垣光隆局長は「在庫調整は着実に進展している。環境対応車や中国向けの需要がどの程度増えるかが生産回復のカギとなる」と述べた。
『「偽りの夜明け」を本当の回復と見誤らない注意必要=日銀総裁』

2009年04月24日 14:22

http://special.reuters.co.jp/contents/boj/index_article.html?storyID=2009-04-24T142244Z_01_NOOTR_RTRMDNC_0_JAPAN-376773-1.xml
  [東京 24日 ロイター] 白川方明日銀総裁は23日、日本がバブル崩壊後に何度か一時的な景気回復局面を経験したことを踏まえ、「偽りの夜明け」を本当の回復と見誤らないよう注意する必要性を強調した。

  ニューヨークで「経済・金融危機からの脱却:教訓と政策対応」とのテーマで行った講演で述べた。

  日銀が24日に発表した講演の邦訳によると、白川総裁は「日本経済は1990年代の低成長においても、何度か一時的な回復局面を経験したが、このことは経済がついにけん引力を取り戻したと人々に早合点させる働きをしたように思う」と指摘。その上で「これは『偽りの夜明け』とも言うべきものだったが、人間の常として、物事がいくぶん改善すると楽観的な見方になりがちだ」と述べ、一時的な回復を本当の回復と見誤ることに警鐘を鳴らした。

  ただ、「終わりのない経済危機というものはない」とも強調し、「中央銀行は積極的な金融緩和からの適切なタイミングでの脱出も、意識しておかなければならない。脱出が遅れると、より悪い状況への入口に既に足を踏み入れている可能性がある」と出口戦略の必要性も訴えた。

  白川総裁は、日本の「失われた10年」の教訓として、1)大胆だと思って採った行動であっても、事後的にみれば必ずしも大胆ではなかったという場合がある、 2)政府や中央銀行による危機管理対応が、経営に失敗した銀行を救済するためではなく、金融システム全体を救うために行なわれているということを、しっかりと説明し、国民の理解を得る必要がある、3)マクロ経済政策は、経済の急激な減速に立ち向かう上で鍵となる役割を果たすが、万能薬ではない──の3点を指摘。

  その上で金融危機管理の政策対応として、1)流動性の潤沢な供給、2)信用市場の機能の支援、3)マクロ経済政策による有効需要の喚起、4)公的資本の注入とバランスシートの不確実性の除去──の4点を挙げ「この4つの領域で効果的な措置が講じられなければ、経済は一段と厳しい調整を余儀なくされかねない」と強調した。

  さらに「中央銀行は、不均衡が経済に蓄積されてきていないかどうかを、常に警戒しておくことが必要だ」とも指摘。「中央銀行が金融政策判断に当たって一般物価の安定だけに焦点を当てていると、経済活動の様々な側面で生じる危険な兆候を見落とす可能性が高まる」と述べ、政策当局者としてマクロプルーデンスの観点を持つ重要性を訴えた。白川総裁は「金融の不均衡は、典型的には、金融機関の信用量の伸びやレバレッジの拡大、資産価格の急騰、あるいはそうしたものの組み合わせとして現われやすい。中央銀行は、こうした指標を注意深くみることが必要だ」と語った。

(c) Thomson Reuters 2009 All rights reserved.
『政府経済見通し、マイナス3.3％成長に　09年度、対策で押し上げ』
http://www.nikkei.co.jp/news/main/20090427AT3S2700627042009.html
　内閣府は27日、2009年度の国内総生産（ＧＤＰ）成長率見通しを実質でマイナス3.3％、名目でマイナス3.0％に下方修正し、臨時閣議で報告した。昨年12月に実質ゼロ、名目0.1％とした政府経済見通しを見直した。昨秋からの世界的な景気減速を受けて、いずれも過去最悪の水準となる。ただ、追加経済対策の押し上げ効果などを反映して、一時、5％を超えるマイナス成長予測が優勢だった民間予測よりもマイナス幅を小幅に見込んだ。

　消費者物価の総合指数もマイナス0.4％から過去最大のマイナス1.3％へ下方修正。デフレ圧力の高まりを予想している。与謝野馨財務・金融・経済財政相は臨時閣議後の記者会見で「欧米金融機関の不良資産処理がうまく進むかなどが問題だ」と、成長の下振れリスクも指摘した。 (11:04)

今後の講義運営について、希望や意見、質問などがあれば遠慮なく金子までメールください。極力ご希望に添うようにします。
e-mail　hellokaneko@gmail.com
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